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で
排
出
量
を
売

買
）

―
が
活

用
さ
れ
、
日
本

は
自
国
で
の
排

出
量
は
増
加
し

た
が
、
京
都
メ

カ
ニ
ズ
ム
を
使

う
こ
と
で
約
束

を
果
た
し
た
。

　
京
都
議
定
書

は
先
進
国
の
温

室
効
果
ガ
ス
削

減
を
求
め
た
も

の
だ
が
、
実
際

に
は
中
国
・
イ

ン
ド
を
中
心
と

し
た
途
上
国
の

温
室
効
果
ガ
ス

排
出
量
が
増
大

し
て
お
り
、
話

し
合
い
を
進
め

て
い
た
13
～
20

年
の
第
２
約
束

期
間
は
日
本
を

含
め
参
加
国
が
大
幅
に
減
少

し
、
途
上
国
の
温
室
効
果
ガ

ス
削
減
を
求
め
る
日
本
は
参

加
し
て
い
な
い
。

　
２
０
１
５
年
に
パ
リ
で
開

催
さ
れ
た
気
候
変
動
枠
組
条

約
締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ

21
）
で
採
択
さ
れ
、
翌
16
年

に
発
効
し
た
温
室
効
果
ガ
ス

削
減
に
向
け
た
パ
リ
協
定
で

は
、
20
年
以
降
の
削
減
目
標

を
掲
げ
た
。

　
京
都
議
定
書
が
先
進
国
だ

け
に
削
減
目
標
を
課
し
た
の

に
対
し
、
パ
リ
協
定
は
米
国

の
オ
バ
マ
大
統
領
の
働
き
か

け
で
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

量
が
最
も
多
い
中
国
な
ど
、

途
上
国
も
参
加
す
る
画
期
的

な
協
定
と
な
っ
た
。（
米
国

は
基
金
に
対
す
る
不
満
か

ら
、
17
年
に
協
定
か
ら
離
脱

し
た
）。

Ｚ
Ｅ
Ｂ
な
ど 

さ
ら
な
る
省
エ
ネ
貢
献
も

低
Ｇ
Ｗ
Ｐ
転
換
必
要
に

冷　媒

地
球
環
境
編

を
制
定
、
冷
凍
空
調
機
器
の

冷
媒
と
し
て
使
用
さ
れ
る
フ

ロ
ン
類
の
廃
棄
時
等
に
お
け

る
回
収
と
破
壊
を
義
務
付
け

た
。
こ
の
法
律
は
15
年
に

「
フ
ロ
ン
排
出
抑
制
法
」
に

改
正
さ
れ
、
廃
棄
時
だ
け
で

な
く
整
備
時
の
フ
ロ
ン
類
回

収
と
破
棄
処
理
を
義
務
付

け
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体

で
対
策
す
る
よ
う
に
な
り
、

機
器
所
有
者
な
ど
の
管
理
者

に
も
簡
易
点
検
の
実
施
を
義

務
付
け
た
。

　
加
え
て
、
２
０
０
０
年
以

降
は
冷
媒
と
し
て
使
用
す
る

フ
ロ
ン
類
が
、
オ
ゾ
ン
層
を

破
壊
す
る
特
定
フ
ロ
ン
（
Ｃ

Ｆ
Ｃ
、
Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
）
か
ら
、

オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質
で
は
な

い
が
温
暖
化
係
数
が
高
い
塩

素
を
含
ま
な
い
代
替
フ
ロ
ン

Ｈ
Ｆ
Ｃ
（
ハ
イ
ド
ロ
フ
ル
オ

ロ
カ
ー
ボ
ン
）
へ
の
転
換
が

進
ん
だ
こ
と
か
ら
、
指
定
機

器
別
に
温
暖
化
係
数
が
低
い

（
低
Ｇ
Ｗ
Ｐ
）
冷
媒
へ
の
転

換
目
標
年
度
と
目
標
値
が
規

定
さ
れ
た
。

　
Ｇ
Ｈ
Ｐ
を
含
む
ビ
ル
用
マ

ル
チ
エ
ア
コ
ン
は
指
定
さ
れ

な
か
っ
た
が
、
Ｇ
Ｈ
Ｐ
に
用

い
る
冷
媒
も
特
定
フ
ロ
ン
の

Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
（
Ｒ
22
）
か
ら
代

替
フ
ロ
ン
Ｈ
Ｆ
Ｃ
（
Ｒ
４
０

７
Ｃ
、
Ｒ
４
１
０
Ａ
）
に
転

換
さ
れ
て
い
る
の
で
、
近
い

将
来
に
は
低
Ｇ
Ｗ
Ｐ
冷
媒
へ

の
転
換
が
求
め
ら
れ
る
可
能

性
が
高
い
。

　
２
０
１
６
年
10
月
に
ル
ワ

ン
ダ
・
ギ
ガ
リ
で
開
か
れ
た

第
28
回
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議

定
書
締
約
国
会
合
（
Ｍ
Ｏ
Ｐ

28
）
で
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議

定
書
の
改
正
が
採
択
さ
れ
、

温
室
効
果
ガ
ス
で
あ
る
Ｈ
Ｆ

を
暖
め
る
の
で
、
地
球
の
気

候
形
成
に
大
き
く
関
わ
る
。

　
フ
ロ
ン
は
人
工
的
に
作
ら

れ
た
ガ
ス
で
、
エ
ア
コ
ン
の

冷
媒
な
ど
に
使
わ
れ
て
い

る
。
炭
素
と
フ
ッ
素
の
化
合

物
の
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
の

こ
と
で
、
塩
素
を
加
え
た
の

が
ク
ロ
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ

ン
（
Ｃ
Ｆ
Ｃ
）
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
に

水
素
を
加
え
た
の
が
ハ
イ
ド

ロ
ク
ロ
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ

ン
（
Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
）
で
あ
り
特

定
フ
ロ
ン
と
呼
ば
れ
る
。
こ

れ
ら
の
フ
ロ
ン
が
オ
ゾ
ン
層

破
壊
物
質
だ
。
Ｃ
Ｆ
Ｃ
、
Ｈ

Ｃ
Ｆ
Ｃ
は
化
学
変
化
を
起
こ

し
に
く
い
た
め
、
大
気
中
に

放
出
さ
れ
て
も
分
解
さ
れ
ず

に
成
層
圏
に
到
達
し
、
そ
こ

で
紫
外
線
に
よ
り
分
解
が
さ

れ
て
塩
素
原
子
を
放
出
し
、

こ
れ
が
分
解
触
媒
と
な
っ
て

オ
ゾ
ン
層
を
破
壊
す
る
。

　
オ
ゾ
ン
層
保
護
の
た
め
の

ウ
イ
ー
ン
条
約
（
１
９
８
５

年
）
に
基
づ
き
、
87
年
に
モ

ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
が
採

択
さ
れ
、
わ
が
国
は
翌
88
年

に
オ
ゾ
ン
層
保
護
法
を
制
定

・
施
行
し
て
、
ウ
イ
ー
ン
条

約
及
び
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議

定
書
に
加
入
し
た
。

　
２
０
０
１
年
に
オ
ゾ
ン
層

保
護
と
地
球
温
暖
化
防
止
を

目
的
に
フ
ロ
ン
回
収
破
壊
法

　
次
に
、
地
球
環
境
問
題
と

Ｇ
Ｈ
Ｐ
の
役
割
・
展
望
に
つ

い
て
述
べ
て
い
く
。
地
球
環

境
保
全
は
グ
ロ
ー
バ
ル
な
課

題
だ
が
、
そ
の
解
決
に
向
け

て
は
個
々
の
国
で
定
め
ら
れ

た
目
標
を
達
成
す
る
必
要
が

あ
る
。
そ
こ
で
、
オ
ゾ
ン
層

保
護
や
地
球
温
暖
化
の
メ
カ

ニ
ズ
ム
を
説
明
し
た
う
え

で
、
地
球
環
境
改
善
に
向
け

た
課
題
と
展
望
を
ま
と
め
る

こ
と
と
す
る
。
地
球
環
境
問

題
に
は
①
オ
ゾ
ン
層
破
壊
②

地
球
温
暖
化
③
海
洋
汚
染
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク

―
の
三
つ
の

課
題
が
あ
る
が
、
こ
こ
で
は

オ
ゾ
ン
層
破
壊
と
地
球
温
暖

化
の
問
題
に
つ
い
て
説
明
す

る
。

　
■
オ
ゾ
ン
層
保
護

　
大
気
中
の
オ
ゾ
ン
の
約
90

％
は
成
層
圏
（
約
10
～
50
㌔

㍍
上
空
）
に
存
在
し
て
お
り
、

こ
の
層
を
オ
ゾ
ン
層
と
い

う
。
成
層
圏
の
オ
ゾ
ン
は
太

陽
か
ら
の
有
害
な
紫
外
線
を

吸
収
し
て
地
球
上
の
生
態
系

を
保
護
し
、
ま
た
、
紫
外
線

吸
収
に
よ
り
成
層
圏
の
大
気

Ｃ
を
段
階
的
に
規
制
す
る
こ

と
が
決
定
し
た
。

　
先
進
国
と
途
上
国
（
第

１
、
第
２
グ
ル
ー
プ
）
の
規

制
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
上
の
表

の
通
り
で
あ
り
、
日
本
は
36

年
に
11
～
13
年
の
基
準
年
に

お
け
る
基
準
値
の
85
％
削
減

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　
フ
ロ
ン
排
出
抑
制
法
は
19

年
５
月
に
フ
ロ
ン
類
管
理
義

務
違
反
者
へ
の
罰
則
を
強
化

す
る
改
正
が
な
さ
れ
、
今
年

４
月
に
施
行
さ
れ
た
。

　
■
地
球
温
暖
化
防
止

　
地
球
温
暖
化
が
も
た
ら
す

さ
ま
ざ
ま
な
悪
影
響
を
防
止

す
る
た
め
、
国
際
的
な
枠
組

み
を
定
め
た
気
候
変
動
枠
組

条
約
が
１
９
９
４
年
に
発
効

し
た
。
締
約
国
数
は
１
９
７

カ
国
に
な
る
。

　
97
年
に
開
催
し
た
気
候
変

動
枠
組
条
約
締
約
国
会
議
京

都
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
３
）
で

は
、
先
進
国
に
お
け
る
温
室

効
果
ガ
ス
の
削
減
率
の
目
標

を
国
別
に
定
め
た
京
都
議
定

書
を
採
択
。
こ
れ
は
２
０
０

８
～
12
年
を
約
束
期
間
（
第

１
約
束
期
間
）
と
し
て
、
１

９
９
０
年
の
温
室
効
果
ガ
ス

の
排
出
量
（
代
替
フ
ロ
ン
な

ど
は
95
年
比
）
を
基
準
に
一

定
の
割
合
に
削
減
を
課
す
も

の
で
、
日
本
は
６
％
の
削
減

義
務
を
求
め
ら
れ
た
。

　
目
標
達
成
に
向
け
て
は
自

国
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減

努
力
に
加
え
、
京
都
メ
カ
ニ

ズ
ム
＝
▽
共
同
実
施
（
先
進

国
が
協
力
し
て
行
う
削
減
）

▽
グ
リ
ー
ン
開
発
（
先
進
国

の
技
術
・
資
金
で
途
上
国
の

温
室
効
果
ガ
ス
を
削
減
）
▽

排
出
量
取
引
（
先
進
国
同
士

　
■
具
体
的
な
Ｃ
Ｏ

削
減

策　
Ｃ
Ｏ

削
減
の
手
法
と
し

て
は
省
エ
ネ
の
推
進
、
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
、
脱
炭

素
（
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
）
の

利
用
の
三
つ
の
方
法
が
あ

る
。
省
エ
ネ
の
推
進
で
は
、

機
器
単
体
の
効
率
向
上
と
と

も
に
、
建
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
向
上(

Ｚ
Ｅ
Ｂ)

に
努

め
る
必
要
が
あ
り
、
さ
ら
に

地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向

上
へ
の
取
り
組
み
も
求
め
ら

れ
て
い
る
。

　
Ｚ
Ｅ
Ｂ
と
は
「
ネ
ッ
ト
・

ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ

ル
」
の
略
称
で
、
省
エ
ネ
と

創
エ
ネ
で
快
適
性
を
維
持
し

な
が
ら
建
物
で
消
費
す
る
年

間
の
１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
収

支
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を
目

指
す
建
物
を
い
う
。
Ｚ
Ｅ
Ｂ

に
は
▽
Ｚ
Ｅ
Ｂ
　
Ｒ
Ｅ
Ａ
Ｄ

Ｙ
＝
基
準
１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
か
ら
省
エ
ネ
で
50
％

以
上
の
１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
量
の
削
減
し
た
建
物
▽
Ｎ

Ｅ
Ａ
Ｒ
Ｌ
Ｙ
　
Ｚ
Ｅ
Ｂ
＝
50

％
以
上
の
省
エ
ネ
に
創
エ
ネ

を
加
え
る
こ
と
で
、
75
％
以

上
の
１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
の
削
減
を
し
た
建
物
▽
Ｚ

Ｅ
Ｂ
＝
50
％
以
上
の
省
エ
ネ

に
創
エ
ネ
を
合
計
し
て
１
０

０
％
以
上
の
１
次
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
量
削
減
を
実
現
し
た

建
物

―
の
三
つ
の
段
階
が

あ
る
。

　
地
球
温
暖
化
防
止
に
向
け

た
Ｇ
Ｈ
Ｐ
機
器
と
し
て
の
取

り
組
み
で
は
▽
機
器
単
体
の

効
率
向
上
▽
複
数
機
器
の
効

率
向
上
▽
冷
媒
対
策

―
が

あ
る
。

　
機
器
単
体
の
効
率
向
上
に

つ
い
て
は
、
過
去
か
ら
継
続

的
に
技
術
開
発
が
進
め
ら

れ
、
今
年
は
超
高
効
率
Ｇ
Ｈ

Ｐ
エ
グ
ゼ
ア
の
新
シ
リ
ー
ズ

「
エ
グ
ゼ
ア
Ⅲ
」
が
発
売
さ

れ
た
。

　
複
数
機
器
シ
ス
テ
ム
に
よ

る
効
率
向
上
で
は
、
Ｇ
Ｈ
Ｐ

の
室
外
機
を
連
結
し
た
マ
ル

チ
シ
ス
テ
ム
や
、
Ｇ
Ｈ
Ｐ
と

Ｅ
Ｈ
Ｐ
を
組
み
合
わ
せ
た
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ド
空
調
シ
ス
テ
ム

「
ス
マ
ー
ト
マ
ル
チ
」
に
よ

る
効
率
化
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　
冷
媒
に
つ
い
て
は
、
現
段

階
で
は
Ｇ
Ｈ
Ｐ
の
冷
媒
と
し

て
最
適
な
も
の
を
特
定
で
き

な
い
状
況
だ
。
現
在
使
わ
れ

て
い
る
Ｒ
４
１
０
Ａ
冷
媒

は
、
オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質
で

は
な
い
が
Ｇ
Ｗ
Ｐ
値
は
２
０

９
０
と
高
く
、
店
舗
・
オ
フ

ィ
ス
用
エ
ア
コ
ン
の
目
標
上

限
値
の
７
５
０
を
大
き
く
上

回
っ
て
い
る
。
現
状
で
は
ル

ー
ム
エ
ア
コ
ン
や
小
型
業
務

用
エ
ア
コ
ン
で
使
用
さ
れ
て

い
る
Ｒ
32
冷
媒
（
Ｇ
Ｗ
Ｐ
値

６
７
５
）
が
最
有
力
で
あ
る

が
、
微
然
性
で
あ
る
た
め
使

用
に
は
設
備
対
策
が
必
要
と

な
っ
て
い
る
。

　
最
後
に
、
Ｇ
Ｈ
Ｐ
環
境
問

題
に
お
け
る
今
後
の
取
り
組

み
と
課
題
に
つ
い
て
述
べ

る
。

　
Ｇ
Ｈ
Ｐ
の
現
行
冷
媒
は
、

地
球
温
暖
化
係
数
が
高
く
、

こ
の
低
減
が
Ｅ
Ｈ
Ｐ
と
同
様

に
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い

る
。
だ
が
、
こ
の
低
減
に
向

け
た
技
術
的
難
易
度
は
極
め

て
高
く
、
自
然
冷
媒
の
採
用

も
視
野
に
入
れ
た
検
討
が
必

要
に
な
る
。
こ
の
た
め
、
Ｇ

Ｈ
Ｐ
チ
ラ
ー
へ
の
全
面
移
行

や
吸
収
式
の
再
登
場
も
あ
る

か
も
知
れ
な
い
。

改
正
フ
ロ
ン
法
施
行
が
４
月
施
行

未
回
収
機
器
廃
棄
に
罰
金

４
月 

学
校
特
需
の
反
動
で

33
・
６
％
減
の
2181
台

ＧＨＰ出荷
2020年４月のＧＨＰ出荷実績

［容量別出荷台数］

容量／㏋ ＬＰガス仕様
（前年同期比）

都市ガス仕様
（前年同期比） 合　計

３～５
4 23 27 

（36.4％） (82.1％） （69.2％）

６～10
71 221 292 

（83.5％） （99.1％） （94.8％）

11～30
402 1,460 1,862 

（57.2％） （65.3％) （63.4％）

合 計
477 1,704 2,181 

（59.7％) （68.5％） （66.4％）

［馬力&kW］
ＬＰガス仕様
（前年同期比）

都市ガス仕様
（前年同期比） 合　計

馬力
8,982.5 33,389.5 42,372.0 

（55.6％） (65.0％) (62.7％)

kW
25,225.1 93,881.0 119,106.1 
（55.6％） （65.0％） （62.7％）

ヤ
ン
マ
ー
グ
ル
ー
プ 

ト
ヨ
タ
と
提
携

船
舶
用
燃
料
電
池
開
発
へ

ダ
イ
キ
ン
工
業

上
手
な
換
気
法

ウ
ェ
ブ
で
公
開

　
昨
年
５
月
に
参
議
院
本
会

議
で
改
正
が
可
決
し
た
「
フ

ロ
ン
類
の
仕
様
の
合
理
化
及

び
管
理
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
（
フ
ロ
ン
排
出
抑
制

法
）」
が
４
月
１
日
に
施
行

さ
れ
た
。

　
業
務
用
冷
凍
空
調
機
器
の

廃
棄
な
ど
を
行
う
際
に
は
、

機
器
に
充
填
さ
れ
て
い
る
フ

ロ
ン
類
を
第
一
種
フ
ロ
ン
類

充
填
回
収
業
者
に
引
き
渡
さ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ

て
い
る
。
し
か
し
、
回
収
率

は
10
年
以
上
に
わ
た
り
３
割

程
度
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、

直
近
で
も
４
割
弱
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
改
正
法
で
は
、
行

政
指
導
な
ど
を
経
ず
に
即
座

に
刑
事
罰
（
罰
金
）
を
適
用

す
る
直
罰
が
導
入
さ
れ
た
。

　
機
器
管
理
者
（
ユ
ー
ザ

ー
）
は
対
象
機
器
を
使
用
し

て
い
る
期
間
は
簡
易
点
検
を

実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

同
月
比
33
・
６
％
減
）
だ
っ

た
。

　
ガ
ス
種
別
で
は
Ｌ
Ｐ
ガ
ス

仕
様
機
が
４
７
７
台
（
同
40

・
３
％
減
）
、
８
９
８
２
・

５
馬
力
（
同
44
・
４
％
減
）
、

都
市
ガ
ス
仕
様
機
は
１
７
０

４
台
（
同
31
・
５
％
減
）
、

３
３
３
８
９
・
５
馬
力
（
同

35
・
０
％
減
）
。

　
両
仕
様
機
と
も
前
年
実
績

か
ら
大
き
く
減
少
し
た
が
、

18
年
４
月
と
の
比
較
で
は
両

仕
様
機
と
も
増
加
し
て
お

り
、
減
少
分
の
大
き
な
要
因

は
前
年
の
学
校
空
調
特
需
に

あ
る
と
思
わ
れ
る
。
５
月
以

降
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
よ
る
影
響
が
出
る

こ
と
に
な
る
。

取
ら
ず
に
引
き
取
っ
た
場
合

は
罰
金
が
課
せ
ら
れ
る
。

　
機
器
管
理
者
が
フ
ロ
ン
類

の
回
収
依
頼
書
、
委
託
確
認

書
、
引
取
証
明
書
を
保
存
し

な
か
っ
た
り
、
廃
棄
物
・
リ

サ
イ
ク
ル
業
者
が
引
取
証
明

書
の
写
し
を
保
存
し
な
か
っ

た
場
合
に
つ
い
て
も
罰
金
の

対
象
に
な
る
。

　
建
設
・
解
体
業
者
に
も
規

制
が
強
化
さ
れ
た
。
以
前
は

解
体
す
る
建
物
に
お
い
て
業

務
用
冷
凍
空
調
機
器
の
有
無

を
確
認
し
、
そ
の
結
果
を
書

面
で
発
注
者
に
説
明
す
る
と

　
ダ
イ
キ
ン
工
業
（
本
社
・

大
阪
、
十
河
政
則
社
長
）
は

４
月
30
日
、
同
社
の
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
に
正
し
い
換
気
の
方

法
を
伝
え
る
「
上
手
な
換
気

方
法
」（
日
本
語
版
と
英
語

版
）
を
公
開
し
た
。

　
ウ
ェ
ブ
で
の
情
報
公
開
に

先
立
ち
、
同
社
は
４
月
24
～

26
日
の
３
日
間
、
全
国
の
男

女
５
０
０
人
に
コ
ロ
ナ
禍
に

お
け
る
「
換
気
に
対
す
る
実

態
調
査
」
を
実
施
し
た
。
そ

れ
に
よ
る
と
、
コ
ロ
ナ
禍
で

換
気
に
対
す
る
関
心
が
高
ま

っ
た
と
い
う
人
が
約
８
割
に

上
り
、
自
宅
で
換
気
が
で
き

て
い
る
と
い
う
人
も
７
割
を

超
え
た
。

　
一
方
、
ほ
と
ん
ど
の
ル
ー

ム
エ
ア
コ
ン
で
は
換
気
が
で

き
な
い
こ
と
を
知
っ
て
い
る

を
開
発
す
る
。

　
今
年
度
内
を
目
標
に
Ｍ
Ｉ

Ｒ
Ａ
Ｉ
用
燃
料
電
池
シ
ス
テ

ム
の
マ
リ
ナ
イ
ズ
に
よ
る
搭

載
性
向
上
と
、
長
い
航
続
時

間
の
実
現
を
目
的
に
、
自
社

製
ボ
ー
ト
に
よ
る
実
証
試
験

を
開
始
す
る
。

　
実
証
化
を
通
じ
て
、
船
舶

用
燃
料
電
池
の
実
用
化
と
多

様
な
用
途
へ
の
適
用
を
目
指

す
。

　
ヤ
ン
マ
ー
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス
（
本
社
・
大
阪
、
山
岡

健
人
社
長
）
と
グ
ル
ー
プ
会

社
の
ヤ
ン
マ
ー
パ
ワ
ー
テ
ク

ノ
ロ
ジ
ー
（
本
社
・
大
阪
、

田
尾
知
久
社
）
は
、
車
両
用

燃
料
電
池
ユ
ニ
ッ
ト
を
ベ
ー

ス
に
し
た
船
舶
用
水
素
燃
料

電
池
シ
ス
テ
ム
の
開
発
に
着

手
し
た
。

　
ト
ヨ
タ
自
動
車
と
覚
書
を

締
結
し
、
同
社
製
燃
料
電
池

自
動
車
「
Ｍ
Ｉ
Ｒ
Ａ
Ｉ
」
用

の
燃
料
電
池
ユ
ニ
ッ
ト
と
高

圧
水
素
タ
ン
ク
を
使
用
し
た

船
舶
用
燃
料
電
池
シ
ス
テ
ム

コ
ロ
ナ
禍
で
減
収

　
ア
イ
シ
ン
精
機
（
４
月
30

日
）

　
連
結
売
上
高
３
兆
７
８
４

５
億
８
５
０
０
万
円
（
前
年

同
期
比
６
・
４
％
減
）、
営

業
利
益
５
６
１
億
２
９
０
０

万
円
（
同
72
・
７
％
減
）、

税
引
前
利
益
５
３
３
億
９
５

０
０
万
円
（
同
75
・
４
％

減
）、
利
益
２
４
０
億
６
１

０
０
万
円
（
同
78
・
２
％

減
）
の
減
収
減
益
。

　
売
上
高
に
つ
い
て
は
、
中

国
市
場
を
中
心
と
し
た
オ
ー

ト
マ
チ
ッ
ク
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ

シ
ョ
ン
の
販
売
減
少
に
加

え
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
の
影
響
に
よ
り
世

界
の
主
要
市
場
で
自
動
車
販

売
台
数
が
大
幅
に
減
少
し
て

減
収
と
な
っ
た
。
住
生
活
関

連
の
売
上
高
は
５
６
９
億
円

（
同
３
％
減
）だ
っ
た
。利
益

面
で
は
売
り
上
げ
の
減
少
、

先
行
投
資
に
関
わ
る
償
却
費

用
な
ど
の
増
加
、
減
損
な
ど

事
業
処
理
費
用
の
計
上
に
よ

り
大
幅
な
減
益
と
な
っ
た
。

　
２
０
２
１
年
３
月
期
連
結

決
算
予
想
に
つ
い
て
は
、
現

段
階
で
合
理
的
な
予
想
算
出

が
難
し
い
こ
と
か
ら
未
定
と

し
、
開
示
可
能
と
な
っ
た
時

点
で
公
表
す
る
。


期
連
続
増
収
に

　
ダ
イ
キ
ン
工
業
（
12
日
）

　
連
結
売
上
高
２
兆
５
５
０

３
億
５
０
０
万
円
（
前
年
同

期
比
２
・
８
％
増
）、
営
業

利
益
２
６
５
５
億
１
３
０
０

万
円
（
同
３
・
９
％
減
）、

経
常
利
益
２
６
９
０
億
２
５

０
０
万
円
（
同
２.

・
９
％

減
）
、
利
益
１
７
０
７
億
３

１
０
０
万
円
（
同
９
・
７
％

減
）
の
増
収
減
益
。

　
主
力
の
空
調
事
業
で
は
、

国
内
業
務
用
空
調
は
公
立
小

中
学
校
施
設
の
空
調
需
要
が

堅
調
で
あ
り
、
ビ
ル
・
設
備

用
市
場
で
は
高
効
率
機
種
や

ユ
ー
ザ
ー
用
途
に
沿
っ
た
提

案
型
商
品
の
販
売
が
拡
大
。

住
宅
用
空
調
機
器
は
消
費
増

税
前
の
駆
け
込
み
需
要
の
反

動
や
暖
冬
影
響
が
あ
っ
た

が
、
ラ
イ
ン
ア
ッ
プ
の
強
化

と
商
品
価
値
の
向
上
に
よ
り

前
期
並
み
の
売
り
上
げ
を
確

保
し
た
。

　
海
外
市
場
は
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
が

先
行
し
た
中
国
市
場
が
、
第

４
四
半
期
の
売
り
上
げ
が
減

少
。
米
州
や
欧
州
市
場
で
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
影
響

は
３
月
以
降
で
あ
る
た
め
、

年
間
を
通
じ
て
の
影
響
は
限

定
的
で
あ
っ
た
。

　
こ
れ
に
よ
り
、
売
上
高
は

10
期
連
続
で
増
収
と
な
っ
た

が
、
利
益
面
で
は
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
も
あ
り

減
益
と
な
っ
た
。

　
21
年
３
月
期
の
予
想
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影

響
が
上
半
期
ま
で
続
く
ケ
ー

ス
を
想
定
し
、
売
上
高
２
兆

３
３
０
０
億
円
（
８
・
６
％

減
）、
営
業
利
益
１
５
０
０

億
円
（
43
・
５
％
減
）、
経

常
利
益
１
５
０
０
億
円
（
44

・
２
％
減
）、
利
益
１
０
０

０
億
円
（
41
・
４
％
減
）
と

し
た
。

人
や
、
２
０
０
３
年
以
降
に

建
て
ら
れ
た
住
宅
に
設
置
さ

れ
て
い
る
「
24
時
間
換
気
シ

ス
テ
ム
」
を
使
用
し
て
い
る

人
は
５
割
以
下
だ
っ
た
。

　
こ
の
結
果
を
踏
ま
え
、
新

型
コ
ロ
ナ
感
染
症
の
拡
大
で

家
の
中
で
過
ご
す
時
間
が
増

え
た
現
在
の
生
活
に
役
立
て

て
も
ら
う
た
め
に
、
こ
の
情

報
を
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
公
開

し
た
。

が
、
改
正
法
で
は
点
検
の
記

録
を
設
置
し
て
か
ら
廃
棄
し

た
後
も
３
年
間
保
存
す
る
こ

と
を
求
め
て
い
る
。
機
器
を

廃
棄
す
る
時
に
フ
ロ
ン
類
未

回
収
の
機
器
を
破
棄
し
た
場

合
は
罰
金
が
課
せ
ら
れ
る
の

で
、
充
填
・
回
収
事
業
者
に

フ
ロ
ン
類
の
回
収
を
依
頼
す

る
必
要
が
あ
る
。

　
フ
ロ
ン
類
回
収
済
の
機
器

を
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
業

者
に
引
き
渡
す
際
は
、
充
填

回
収
業
者
が
発
行
す
る
引
取

証
明
書
が
な
い
と
引
き
取
っ

て
も
ら
え
な
い
。
フ
ロ
ン
類

を
未
回
収
の
ま
ま
廃
棄
し
た

場
合
は
直
接
罰
の
対
象
と
な

る
。
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル

業
者
も
引
取
証
明
書
を
受
け

さ
れ
て
い
た
が
、
改
正
法
で

は
そ
の
書
面
を
３
年
間
保
存

す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ

た
。

　
Ｇ
Ｈ
Ｐ
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

が
ま
と
め
た
４
月
の
Ｇ
Ｈ
Ｐ

国
内
出
荷
台
数
に
よ
る
と
、

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
仕
様
機
と
都
市
ガ

ス
仕
様
機
を
合
計
し
た
出
荷

台
数
は
２
１
８
１
台
（
前
年


